
●受講料●１名〈税込み、資料代含む〉 
 

正会員 32,400 円 本体価格 30,000 円 

一 般 35,640 円 本体価格 33,000 円 
 

●正会員の登録の有無など、よくあるご質問（FAQ）は、 

当会ホームページでご確認いただけます。 

（〔ＴＯＰ〕→〔公開セミナー〕→〔よくあるご質問〕） 

●お申込み後（開催日１週間～１０日前までに）受講票・

請求書をお送り致します。 

●お申込後のキャンセルは原則お受け致しかねますので、 

ご都合が悪くなった際は、代理出席をお願い致します。 

●最少催行人数に満たない場合ほか、諸般の事情により

開催を中止させていただく場合もございます。 

●本申込書をＦＡＸでお送りいただく際は、ご使用のＦ

ＡＸ機の使用方法（０発信の有無など）をご確認の上、

番号をお間違えないようご注意ください。 

一般社団法人企業研究会  
担当：福山 E-mail：fukuyama@bri.or.jp 
〒102-0083  

東京都千代田区麹町 5-7-2 MFPR 麹町ビル 2F 

TEL 03-5215-3550   FAX 03-5215-0951 

 

～研究開発担当者のための～ 

新しい研究開発税制と 
その活用ポイント 

■日 時  ２０１９ 年９ 月 １７ 日 （火 ）13:３ 0 ～ 1７:０0  

■会 場  東京・平 河町  厚生 会 館５ 階・紅 梅 の 間 TEL：03-3264-1241  

■講 師   

EY 税理士法人 アソシエイトパートナー 矢嶋 学 氏  

EY 税理士法人 シニアマネージャー   宮嵜 晃 氏  

EY 税理士法人 ア シ スタ ン トマ ネ ージ ャー  上野  亮 氏  

    
１． 研究開発税制を理解しよう 
(1) 法人税の基礎 
(2) 制度の趣旨 

 (3) 研究開発税制の活用状況 
(4) 研究開発税制（試験研究費の税額控除制度）の内容 
   
 

２． 自分で計算してみよう 
(1) 設例に基づく試験研究費の税額控除額の計算 
(2) 回答と解説 

 
３． もう少し理解を深めよう 
(1) 税法上の「試験研究費」の範囲 
(2) H29改正により追加された「サービス開発」とは？ 
(3) オープンイノベーション型の活用事例 
(4) ソフトウェア開発と研究開発税制 

 
４． 税務調査への備えをしよう 
(1) 税務調査とは 
(2) 税務調査では何を調べる？ 
(3) 研究開発担当者の対応 

          

 

[開催趣旨] 

研究開発税制は、経理・税務部門と研究開発部

門の連携・協力が不可欠です。両者の共通理解が

あって初めて企業レベルでの節税効果が最大限

発揮されると共に、税務調査における否認リスク

も低減されます。 

そこで、経理・税務担当者に加えて、研究開発

担当者の方々にも制度を理解してもらえるよう

に、基礎から本年度の税制改正の内容、税務調査

への対応までカバーした解説を行います。 

[講師紹介] 

矢嶋 学氏 

1998 年 EY 税理士法人入所。組織再編コンサルテ

ィング等の業務を経て、現在は、主に大規模法人を

対象とした税務リスク・アドバイザリー業務、研究

開発税制を担当している。元国税専門官。 

 

宮嵜 晃氏 

2007 年に EY 税理士法人に入所。2014 年 7 月か

ら 2017 年 3 月まで経済産業省（国際租税担当）に

出向。現在は国際課税、研究開発税制を担当。 

 

上野 亮氏 

2013 年 EY 税理士法人入所。2017 年 7 月から

2019 年 6 月まで経済産業省（研究開発税制担当）

に出向。現在は税務コンプライアンス業務を担当。 

申込方法 ホームページからのお申込みが便利です。https://www.bri.or.jp 
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会社名 
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Ｅメール  

【個人情報の利用目的】お客様の個人情報は、お申込受付後のご連絡やご請求等を行うため、また、 
ダイレクトメールの発送等、当会主催の各種事業をご案内するために利用させて頂きます。 


